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2024年5月に育児・介護休業法及び次世代育成支援対策推進法が改正されました。

■ 改正の趣旨
 男女ともに仕事と育児・介護を両立できるようにするため、子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置 
 の拡充、育児休業の取得状況の公表義務の対象拡大や次世代育成支援対策の推進・強化、介護離職防止のため 
 の仕事と介護の両立支援制度の強化等の措置を講ずる。

■ 改正の概要

なお上記は2025年 4月1日と10月1日の2回に分けて、改正育児・介護休業法が施行されます。
以下4月から施行される内容をピックアップいたします。

TOPICS

注目トピック

育児・介護休業法 改正

1. 子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置の拡充
2. 育児休業の取得状況の公表義務の拡大や次世代育成支援対策の推進・強化
3. 介護離職防止のための仕事と介護の両立支援制度の強化等

参考：育児・介護休業法 改正ポイントのご案内

1. 2025 年 4 月 1 日から段階的に施行される内容

（1）子の看護休暇の見直し

対象となる子の範囲の拡大

施行前改正内容 施行後

小学校就学の始期に達するまで 小学校３年生修了まで

1. 病気・けが
2. 予防接種・健康診断

1. 病気・けが
2. 予防接種・健康診断
3. 感染症に伴う学級閉鎖等
4. 入園（入学）式、卒園（卒業）式

取得事由の拡大
（３及び４を追加）

1

（2）所定外労働の制限（残業免除）の対象拡大

請求可能となる労働者の
範囲拡大

施行前改正内容 施行後

3 歳未満の子を養育する労働者 小学校就学前の子を養育する労働者

https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001259367.pdf


（3）育児休業取得状況の公表義務適用拡大

公表義務の対象となる
企業の拡大

施行前改正内容 施行後

従業員 1,000 人超の企業 従業員数 300 人超の企業

（4）介護離職防止のための雇用環境整備

介護休業や介護両立支援制度等の申出が円滑に行われるようにするため、事業主は以下 1~4 のいずれかの措置
を講じなければなりません。

※公表内容は、男性の「育児休業等の取得率」または「育児休業等と育児目的休暇の取得率」です。

1. 介護休業 · 介護両立支援制度等に関する研修の実施
2. 介護休業 · 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備（相談窓口設置）
3.  自社の労働者の介護休業取得 · 介護両立支援制度等の利用の事例の収集 · 提供
4. 自社の労働者へ介護休業 · 介護両立支援制度等の利用促進に関する方針の周知

（5）介護離職防止のための個別の周知 · 意向確認等

①介護に直面した旨の申出をした労働者に対する個別の周知 · 意向確認
 介護に直面した旨の申出をした労働者に対して、事業主は介護休業制度等に関する以下の事項の周知と介護 
 休業の取得 · 介護両立支援制度等の利用の意向の確認を、個別に行わなければなりません。

② 介護に直面する前の早い段階 (40 歳等 )での情報提供
 労働者が介護に直面する前の早い段階で、介護休業や介護両立支援制度等の理解と関心を深めるため、事業 
 主は介護休業制度等に関する以下の事項について情報提供しなければなりません。

（6）育児・介護のためのテレワーク導入

3 歳未満の子を養育する労働者、要介護状態の対象家族を介護する労働者がテレワークを選択できるように措置
を講ずることが、事業主に努力義務化されます。

1. 介護休業に関する制度、介護両立支援制度等（制度の内容）
2. 介護休業 · 介護両立支援制度等の申出先（例 : 人事部など）
3. 介護休業給付金に関すること
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2. 育児休業の動向

（1）男性の育休取得率 30.1％

厚生労働省は「令和５年度雇用均等基本調査」結果を公表しております。その結果によると、2023 年度の民間
企業の男性の育休取得率は 30.1％と3 割台に達し、前年と比べ、上昇幅も過去最高となりました。

（2）事業所規模別の男性育休取得率

従業員 500 人以上が34.2％ と最も高いが、100 ～ 199 人が31.1％、30 ～ 99 人 31.4％、５～ 29 人 26.2％となっ
ています。事業所規模に関係なく 取得率はすべて上昇しており、取得率がもともと低かった規模が小さい事業所
の上昇幅が大きくなっております。

（3）取得率向上の背景

1つ目は、2022 年 10 月 1 日に施行された改正育児・介護休業法において男性の育休取得率向上を促すために、
出生後 8 週間以内に最大４週間の利用が可能な「産後パパ育休」制度を創設したことがあげられます。

2つ目として、男性育休取得率の開示義務です。2023 年 4 月から従業員 1,000 人以上の企業の開示が義務化され、
2024 年 4 月から 300 人以上、2025 年 4 月からは 100 人以上（100 人未満は努力義務）となるなど順次、対象
が拡大していることです。

３つ目は、政府が民間企業勤務の男性の育休取得率を2025 年度に 50％、2050 年度に 85％という目標を掲げて
いることです。

これらの要因により企業の積極的取り組みを促していると思われます。

3. 最後に

2025 年 4 月に施行される内容は、就業規則（育児・介護休業規程等）や労使協定の修正が必要なものと、会
社として運用方法を決めておくべきものがあります。

これらの改正につきご不明な点等ございましたら、弊法人にご連絡いただければ幸いです。



COLUMN 1

社保

松橋良枝
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1. 社会保険料率の改定（2025 年 3 月分より）

社会保険料の改定時期となりました。
協会けんぽについては下記よりアクセスして保険料のご確認をお願いいたします。
健保組合の方はそれぞれの組合よりご案内があるかと存じます。

料率は都道府県ごとに異なりますので、適用事業所が所在する都道府県の料額表をご確認ください。

変更時期は 2025 年 3 月分（4 月納付分）より変更となりますが、社会保険料を翌月控除している事業所は、4 月
に支給する給与から新たな料率での計算が必要です。なお当月控除している事業所は 3 月に支給する給与より変
更となりますのでご注意ください。

協会けんぽ：2025 年度（令和 7 年度）の保険料額表

【参考】
 東京都の場合、健康保険料率は 9.98％→9.91％（介護保険料率を含めると11.58％→11.50％）へと
 変更となります。
 なお介護保険料率は、全国一律で1.6％→1.59％の変更となります。

※厚生年金保険料は変更ございませんので、従来とおりの料率で計算してください。

https://www.kyoukaikenpo.or.jp/g7/cat330/sb3150/r07/r7ryougakuhyou3gatukara/


COLUMN 1 社保
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2. 雇用保険料率の改定（2025 年 4 月 1 日以降）

今年度は雇用保険料の改定がありました。
2025（令和７）年４月１日から2026（令和８）年３月 31 日までの雇用保険料率は下記のサイトのとおりです。

3. 雇用保険の新しい給付金

2025 年 4 月から新しい給付金である出生後休業支援給付金および育児時短就業給付金の支給が始まります。

一般の事業の労働者負担は 6/1000→5.5/1000、事業主負担は 9.5/1000→9/1000と
前年度からトータルで1/1000の引き下げとなっております。

※今年度は労災保険料率の変更はございません。（2024 年度 ( 令和 6 年度 )と同じです）

厚生労働省：2025 年度　雇用保険料率のご案内

厚生労働省：出生後休業支援給付金

厚生労働省：育児休業等給付

（1）出生後休業支援給付金

2025（令和７）年４月１日から「出生時育児休業給付金」または「育児休業給付金」の支給を受ける方が、両
親ともに一定期間内に通算して14 日以上の育児休業（産後パパ育休を含む）を取得し一定の要件を満たすと支
給を受けることができます。内容は下記サイトよりご確認ください。

出生後休業支援給付金

育児時短就業給付金

https://www.mhlw.go.jp/content/001401966.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001372778.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001374955.pdf


社保
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COLUMN 1

厚生労働省：育児時短就業給付金

(2)育児時短就業給付金

令和７年４月１日から、２歳未満の子を養育するために所定労働時間を短縮して就業した場合に、賃金が低下す
るなど一定の要件を満たすと「育児時短就業給付金」の支給を受けることができます。
内容は下記サイトよりご確認ください。

4. 最後に

4 月は改正事項がありますが、上記 1.2 については、給与計算に反映をお願いします。
また給付金については該当者がいないかご確認のうえで、申請手続きを進めていただければと思います。

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001394846.pdf


COLUMN 2

融資

小林 信仁

「新規開業・スタートアップ支援資金」は、日本政策金融公庫が提供する融資制度です。これから創業する方や、
創業から一定期間内の方を対象に、金利が優遇される仕組みになっています。この制度を利用するには、いくつ
かの条件を満たす必要があります。
例えば、「中小企業の会計に関する指針」などの基準に則って決算書類を適切に作成していること（またはその
予定）が求められます。また、作成した事業計画書について、税理士などの認定経営革新等支援機関から助言
を受けることも必要です。
顧問税理士などに相談しながら申請を進めることで、より有利な条件で融資を受けられる可能性があります。資
金調達を検討されている方は、ぜひ一度相談してみてはいかがでしょうか。

（※1）中小企業が会社法上の計算書類等を作成する際に参照するための会計処理や注記等が示された要領のこと
（※2）中小企業が計算関係書類（決算書など）を作成するに当たって拠るべき指針のこと
（※3）中小企業支援に関する専門知識等が一定レベル以上にある者として国からの認定を受けた税理士等

日本政策金融公庫
新規開業・スタートアップ支援資金をお得に利用するには
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ご利用いただける方

7,200 万円

新たに事業を始めるため、または事業開始後に必要とする設備資金および運転資金資金の使いみち

融資限度額

設備資金 20 年以内、運転資金 10 年以内ご返済期間

基準利率－0.4%利率

要相談担保・保証人

下記、①または②に該当し、「中小企業の会計に関する基本要領※1」または「中小企
業の会計に関する指針※2」を適用している、または適用する予定の方であって、自
ら事業計画書の策定を行い、中小企業等経営強化法に定める認定経営革新等支援機
関※3 による指導および助言を受けている方

①新たに事業を始める方
②事業開始後おおむね 7 年以内の方

https://www.chusho.meti.go.jp/kinyu/pamphlet/shikinguri_shien.pdf


COLUMN 2

融資
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一般貸付の基準金利

前月時点 2025 年 3 月 3 日時点

2.60 ～ 3.70% 2.80 ～ 3.80%

2.70 ～ 3.80% 2.90 ～ 3.90%創業融資の基準金利

日本政策金融公庫　変更情報
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YouTubeラジオ出演

書籍

新刊書

取材など

2023 年 12 月発刊

■コラボレーション動画

フリー株式会社代表
佐々木大輔社長

（2024 年 1 月）

ラジオ日本
トラック王国の「Boo!Boo!Boo!」に
近藤が出演

（2025 年 1 月）

株式会社識学
安藤広大社長

（2024 年 4 月）

FIVE STAR MAGAGINE
（2025 年 1 月）

BiZUP
（2024 年 2 月）

税界タイムス
（2024 年 2 月）

ご購入はこちら

ご購入はこちら

セミナー

フリー株式会社主催 freee 会計導入後の
バックオフィス DX の進め方セミナーに
宮川が登壇

（2024 年 12 月）

フリー株式会社主催役員報酬の
決め方セミナーに
近藤が登壇

（2024 年 10 月）

フリー株式会社とエンジョイント税理士
法人との共催セミナーに
代表税理士 朝倉と CTO・
税理士 宮川 大介が登壇
(2024 年 7 月）

■ゲスト出演動画
ビジネスおたくチャンネル
ゲスト出演（ 2023 年 12 月）

動画を再生▶ 動画を再生▶

動画を再生▶

会計事務所の DX の進め方
2024年10月10日（木）発売

事前準備からロードマップ、業務別のデジタル化
まで、税理士事務所・会計事務所のDXの実践的進
め方を解説！「現状分析シート」や「業務見直しス
テップ」等、あると便利な付録つき！！
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https://amzn.asia/d/6LpPYX7
https://amzn.asia/d/6LpPYX7
https://amzn.asia/d/6LpPYX7
https://amzn.asia/d/6LpPYX7
https://amzn.asia/d/6LpPYX7
https://amzn.asia/d/7KgUIIc
https://youtu.be/bmtJcGYMnTo?si=Nz62qJ_hQB7t8aya
https://youtu.be/bmtJcGYMnTo?si=Nz62qJ_hQB7t8aya
https://www.youtube.com/watch?v=bmtJcGYMnTo
https://youtu.be/bmtJcGYMnTo?si=Nz62qJ_hQB7t8aya
https://youtu.be/bmtJcGYMnTo?si=Nz62qJ_hQB7t8aya
https://youtu.be/rBYLbUBjuqs?si=MUZQ16Lm8ZwhlGLl
https://youtu.be/bmtJcGYMnTo?si=Nz62qJ_hQB7t8aya
https://youtu.be/bmtJcGYMnTo?si=Nz62qJ_hQB7t8aya
https://youtu.be/gheys10FaIs?si=-DVVuIqypF9-Kutk


詳細を見る

https://youtube.com/@san-kyodo-tax/videos
https://youtube.com/@san-kyodo-tax/videos
https://drive.google.com/file/d/1_Ytd4NDqhLqjWfiIYrlRumWq_3q6tPIm/view?usp=sharing

https://drive.google.com/file/d/1_Ytd4NDqhLqjWfiIYrlRumWq_3q6tPIm/view?usp=sharing

https://drive.google.com/file/d/1_Ytd4NDqhLqjWfiIYrlRumWq_3q6tPIm/view?usp=sharing

https://drive.google.com/file/d/1_Ytd4NDqhLqjWfiIYrlRumWq_3q6tPIm/view?usp=sharing


コンテンツガイドライン

当冊子のコンテンツは皆様への情報提供を目的としており、細心の注意を払っておりますが、関連法令およびその
他の有効な典拠に従い 例示の事例について作成時点における一般的な解釈について述べたものであり、専門的ア
ドバイスまたはサービスを提供するものではありません。

また、特定の個人や事業体に具体的に適用される個別の事情に対応するものではありません。

当冊子のコンテンツ公開後、関連する制度その他の適用の前提となる状況について、変動を生じる可能性もあります。
よって、貴殿（貴社）の財務または事業に影響を及ぼす可能性のある一切の決定または行為を行う前に、適切な専
門家にご相談ください。サン共同税理士法人グループは当冊子のコンテンツに依拠することにより利用者が被った
損失について一切責任を負わないものとします。

また、当社は事前に通知することなく当冊子に掲載した情報の訂正、修正、追加、中断、削除等をいつでも行うこと
ができるものとします。

サン共同税理士法人グループ　コンテンツに関する問合せ窓口
メールアドレス：support@san-kyodo.jp



https://san-kyodo-tax.jp/ホームページ
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代表朝倉のつぶやき

twitterやっています！質問箱も受け付けているの
で税務や経営のことなど知識を深めたい方は、 ぜ
ひフォローしてください！
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拠点一覧

青山オフィス
〒107-0062
東京都港区南青山 1-1-1　新青山ビル東館 15F

北千住オフィス
〒120-0034
東京都足立区千住 1-4-1 東京芸術センター 10F

八王子オフィス
〒192-0081
東京都八王子市横山町 9-11　小泉ビル４F

横浜オフィス
〒 220-0012
神奈川県横浜市西区みなとみらい3-6-1 みなとみらいセンタービル19F

大阪オフィス
〒530-0001
大阪府大阪市北区梅田 1-13-1 大阪梅田ツインタワーズ・サウス15F

沖縄オフィス
〒901-2227
沖縄県宜野湾市宇地泊 1-7-20 レキオススクエア 2-D

@asakuraayumu

https://x.com/asakuraayumu

